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労働力調査の結果を見る際のポイント No.6 

 

 

 

労働力調査では，ＩＬＯ(国際労働機関)基準に従って，調査期間中※1

調査期間に仕事をしていた人であっても，又は仕事をしたくても探していなかった人

の中にも，失業に近い状態にある人々が存在します。そのため，雇用環境の現状を幅

広くみるために，就業者数や完全失業者数の動向とともに，このような人々の動向をあ

わせてみることも必要です。 

の就業状態

(３区分)を調査しています。 

※ 1 調査期間･･･月末１週間(12月は 20 日から 26日までの１週間) 
 

○ 下図は，このような観点から，調査期間より前に仕事をやめた人が，調査期間中の状態

によって，ＩＬＯ基準の区分にどう対応するかをみたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業者の中には，仕事をやめたものの，経済情勢などから希望する仕事が見つからないた

めやむなく短時間の仕事をしている人

また，非労働力人口の中には，

がいると考えられます。 

仕事をしたくても，経済情勢などから仕事が見つかりそう

もないので仕事を探していなかったという人
 

も含まれています。 

１．短時間就業者 
○ 労働力調査の就業者や完全失業者の要件はＩＬＯ基準に準拠したものであり，このうち

就業者は｢賃金又は給料を得る目的で，調査期間に 1 時間以上の仕事をした者(一時的に仕事に

従事しなかった休業者を含む。)｣としています。このため，希望する仕事が見つからないためや

むなく短時間の仕事をしている人は就業者に区分され，完全失業者とはなりません。 

○ 平成 20 年 11 月は，就業者のうち，従業者が 6286 万人と前年同月に比べて 40 万人減少

しました。一方，就業時間が週１～９時間の従業者は 192 万人と 12 万人増加しています。

このように，従業者数が前年に比べて減少が続いている中にあって，短時間就業者が２か

月連続で 10万人を超える増加という結果となっています。 

表１ 週間就業時間別就業者数 

 

 

 

｢短時間就業者｣と｢就業希望者｣ 
―雇用環境の現状を幅広くみるために― 

(万人)

1～9時間

1～4時間 5～9時間

平成20年 6月 6451 105 6346 182 37 145 6137

平成20年 7月 6406 124 6282 181 40 141 6071

平成20年 8月 6405 132 6273 175 37 138 6071

平成20年 9月 6393 106 6287 180 39 141 6074

平成20年10月 6388 106 6282 185 40 145 6066

平成20年11月 6391 105 6286 192 41 151 6065

対前年同月増減

平成20年 6月 -40 8 -48 3 -3 6 -44

平成20年 7月 -52 15 -67 3 1 2 -66

平成20年 8月 -41 -1 -40 -3 -1 -2 -27

平成20年 9月 -29 -4 -24 2 -1 3 -24

平成20年10月 -36 6 -42 13 2 11 -45

平成20年11月 -42 -2 -40 12 2 10 -44

就業者
10時間以上休業者 従業者総数

※2 ＜ILO基準の完全失業者の３要件＞
　 　・仕事についていない
 　　・仕事があればすぐつくことができる

　 　・仕事を探す活動をしていた

調 査 期 間 中 の 状 態

新たな仕事についた者（正社員など）

新たな仕事についた者（短時間就業など）

就業希望者（「適当な仕事がありそうにない」

ため求職意欲が低下したとみられる者など）

完全失業者（ＩＬＯ基準の３要件※2を満たす者）

就業内定者（調査期間の後につく仕事が

すでに決まっている者）

就業非希望者（定年退職，仕事につく

つもりがない者など）

就 業 者

完全失業者

非労働力人口

【ILO基準による就業状態(３区分)】

調査期間より前に

仕事をやめた者



２．就業希望者－「適当な仕事がありそうにない」ため求職意欲が低下したとみられる者－ 

○ 調査期間中に仕事についておらず，仕事を探す活動をしなかった者は，完全失業者とは

なりません。 
したがって，仕事をしたくても，経済情勢などから仕事が見つかりそうもないので仕事

を探していなかったという人は，完全失業者の３要件（ＩＬＯ基準）を満たしていないた

め完全失業者ではなく，非労働力人口に区分されます。 
 ○ このような状態の人々の動向を把握する観点から，詳細集計の結果から,いわゆる｢適当

な仕事がありそうにない｣ため求職意欲が低下したとみられる者※3

 

をみると，平成 20 年７

～９月期平均結果では 36万人で，完全失業者(266 万人)に対して１割強(13.5％)となって

います。 

 就業状態別 15歳以上人口及び非労働力人口における就業希望の状況 

      （労働力調査詳細集計平成 20年７～９月期平均結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 3 「適当な仕事がありそうにない」ため求職意欲が低下したとみられる者 

･･･ここでは，｢就業者｣及び｢完全失業者｣に該当せず，以下の４つの要件に該当する者とした 

①調査期間中に仕事についておらず，仕事を探す活動をしなかったが，就業を希望している 
②仕事を探す活動をしなかったのは適当な仕事がありそうにないため 
③仕事があれば，すぐつくことができる 
④調査期間中には仕事を探す活動をしなかったが，過去１年間に仕事を探す活動をしたことが

ある 
 
表２ 「適当な仕事がありそうにない」ため求職意欲が低下したとみられる者の 

完全失業者に対する割合 
 
 

 

 

 

 

 
（ ）は対前年同期増減                （平成 21年５月 19日一部改訂） 

就 業 者 6392万人

完 全 失 業 者 266万人

＜ILO基準の完全失業者の３要件に該当＞

・仕事についていない

・仕事があればすぐつくことができる

・仕事を探す活動をしていた

非労働力人口 4372万人

うち仕事があればすぐつくことができる 53万人

うち 仕事を探す活動をしなかったのは「適当な

仕事がありそうにない」ためである者 148万人

うち 就業希望者 450万人

うち調査期間中は仕事を探す活動をしなかったが，

過去1年間に仕事を探す活動をした 36万人

(万人)

平成19年10～12月期 4370 33 (-3) 249 13.3

平成20年１～３月期 4455 32 (-8) 263 12.2

　　　　４～６月期 4313 37 (3) 270 13.7

　　　　７～９月期 4372 36 (2) 266 13.5

「適当な仕事がありそうに
ない」ため求職意欲が低下
したとみられる者　①

非労働力人口 完全失業者　②

完全失業者に対する
　割合[①÷②]

(％)


